
































































邦政府の防止対策、同性婚関係の解消における問題点 ついては、第三六回報告において詳しく述べられてい ので、そちらをご参照頂き、本稿 は、最近における同性婚の合法化傾向の現状と、同性婚を合法化することでどのような問題を生じるのかに焦点をあてて論じたいと思う。 ずは、



















ト州、アイオワ州、バーモント メーン州、ニューハンプシャー ワシントンＤＣ、ニューヨーク州が同性婚を合法化し、加えて二〇一二年 大統領選に伴う住民投票 よって、メーン州、メリーランド州、ワシ ン州では同性婚の


















































































社会から承認された制度の中で み性的行為をし、子供を責任を持って生み育てることで、生まれた子どもは誰が自分の本当の両親かを知ることができ、血の繋がった両親に育ててもらうことができる。それゆえ、基本的には一夫一婦制や貞操義務が夫婦 しての当然の前提となり そのことが、子供達の健全な発育を助け、社会 秩序 確保する最適な方法ともなってきたのである。　
このように生まれてくる子供と実の両親との繋がりを強く




に愛し合い、日常生活において利益も負担も共有する。 」 「結婚は本質的には自らの幸福の為になされる私的で親密で情緒的な関係であり、カップル自身によっ 、カップル自身の為になされるものである。 」
（
Sherif G





















「異性であろうと同性であろうと問わない二人」と変更しただけであり、 「カップル自身によって、カップル自身の為に」というフレーズからは近代法における自己決定の原則に非常 合致するようにも思われる。しかし、このように個人の自己決定を前面に出すのであれば、本人同士が合意していれば一夫多妻制や近親相姦も可となり、貞操義務の排除も簡単になされやすい。そうなれば、次世代の子供達を保護するという婚姻制度の意義は後退し、当事者の意思のみが尊重され、子供達の利益が二の次にされることは想像に難くない。これまでも子供 発育上、心理学的にも社会学的にも「特定の大人
（通常は親）
との関係を継続すること」 「両親は子供に
とって一体であるので、喧嘩や不倫をしないこと」 血 繋がった両親に育てられること」 「父親と母親は両方必要な存在であ て、子供に対して負っている役割は違うこと」等は、とても重要なこととされてきている
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的に認めるだけでも社会全体にかなりの影響がある。同性においても結婚を認めるということは、同性カップルも異性カップルと法的にも事実上も同等に取り扱うべきことを強制されることを意味す 。そうなれば、 「父親と母親の揃った子育てこそが子供の発育に最善 ある」という自明の事実さえ公言する とも難しくなる 同性婚の合法化の背後には、異性カップルのみならず同性カップルも親 して 能力は変わらない、という趣旨が暗に含まれてしまってい 。それは、本来の子育ての理想である「血の繋がった両親による子育ての重要性」を覆 隠してしまう。逆に学校や家庭においても子供達に対して 同性同士も異性同士と同等であって、結婚できることを教えなえればならなくなるし、本来異なている同性カップルと 違いを教えることは困難になってしまうのである。　
また、アメリカにおいては宗教組織が、大学から、病院、
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この中で育てられる子ども達にと て特に問題 なってくるのは、 「同性カップルは一時的な関係であって一生涯生活を
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う点で共通の難しさが存在する。何故なら、誰と婚姻が許され、誰と誰が法的な親子となり、どの範囲を家族と考えるかという問題は、本人同士の意向を全く無視することは出来ないが、同時に個人の自己決定 みで全てを片付け も来な からである。家族を社会的な制度と考え、国が規制する理由は、家族には世代を超えた繋がりがあ 結婚 当事者の意思のみならず、将来生まれてくる子どもにも不利益にならないようにし ければならないという配慮が生まれているからである。　
しかし反面、同性同士の関係を完全に病的で違法なものと
捉え、法律 よって徹底的 取り締ま ことは、個人の希望を出来る限り尊重しようとする近代法の原則 は、相容れないかもしれない。私見としては、同性カップルを一つの親密な関係と見て、法的な保護の対象とすることには 何の異存もない。例えば、伴に日常を分かち合い、助け合っている以上、扶養控除等の税金に関す 配慮はすべきであろうと思う。けれども、自然の摂理から言えば、同性カップルの方が原則であるとして異性カップルを迫害・排除 ことはあってはならないし、さらに言うならば、同性カップルの保護それに適応する別の法制度 よっ なすべきであ 婚姻の定義を広げるべきではない。なぜなら 婚姻では世代間の繋がり、特に子ども達の保護を最大の関心事とすべきだある。例えばアメリカにお ても、州 その内容はか
なり異なってくるが、異性のみならず同性も含めて親しい関係を保護するシビルユニオンやドメスティックパートナーシップという法律も存在する。　
今後、日本において同性カップルの法的保護について議論
がなされるようになるのであれば、同性婚という方向ではなく、新たに同性カップルに適する法律を定める必要があると思われる。日本においても法的な概念を類推解釈によって拡大することは
（刑法を除けば）
よく行われていることではあ
るが、制度の本質を傷付けないよ 見極め、細心の注意を払うことは常に必要であろう。 
（いけや・かずこ
　
埼玉医科大学保健医療学部非常勤講師）
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